
令和元年度活動報告

（１） 広報活動

（２） 取締り活動

（３） 公共事業違反ゼロPT及び審査の迅速化PTの取組み

（４） 活動の効果検証
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（１） 広報活動 （街頭ＰＲ等）

月 行 事

４ ・春の交通安全運動に合わせた合同啓発活動 （６日 名古屋高速・愛知県高速隊と合同）

５ ・春の交通安全運動に合わせた車限令違反に対するチラシの配布 （ネクスコ中日本名古屋支社×各SA,PA10カ所）
・コンテナツイストロック街頭取締りに合わせた特殊車両適正化広報 （15日 鍋田ｼｬｰｼﾌﾟｰﾙ 愛知県トラック協会・運輸・地整）

６

７ ・夏の交通安全運動にあわせた合同啓発活動 （11日 名古屋高速・愛知県高速隊と合同）
・夏の交通安全運動に合わせた車限令違反に対するチラシの配布 （ネクスコ中日本名古屋支社×各SA,PA10カ所）

８ ・いが道の駅キャンペーン （１日 中部地方整備局・三重県高速隊・三重県トラック協会）
・道路ふれあい月間に合わせた啓発活動 チラシ・グッツ配布 （９日 静岡県）
・土砂ダンプ事業者啓発活動 チラシ配布 （22日 三重県トラック協会）
・国際海コンの陸上における安全輸送マニュアル一部転記の安全啓発グッツの作成・配布 （静岡県トラック協会）
・過積載運送防止月間 （岐阜県トラック協会）

９ ・秋の交通安全運動に合わせた合同啓発活動 （26日 名古屋高速・愛知県高速隊）
・秋の交通安全運動に合わせた車限令違反に対するチラシの配布 （ネクスコ中日本名古屋支社×各SA,PA10カ所）

１０ ・第15回トラックフェスティバル （６日 中部トラック総合研修センター・愛知トラック協会）
・適正重量遵守に係る荷主業界向け啓発チラシの配布 （静岡県トラック協会）
・トラックの日フェア （13日 多治見美濃焼卸センター・岐阜県トラック協会）

１１ ・コンテナツイストロック街頭取締りに合わせた特殊車両適正化広報 （15日 鍋田ｼｬｰｼﾌﾟｰﾙ 愛知県トラック協会）
・トラックフェスタ２０１９ （10日 三重県統合博物館・三重県トラック協会）

１２ ・年末の交通安全運動に合わせた合同啓発活動 （5日 名古屋高速・愛知県高速隊）
・年末の交通安全運動に合わせた車限令違反に対するチラシの配布 （ネクスコ中日本名古屋支社×各SA,PA10カ所）
・過積載防止啓発 事業者訪問・チラシ配布 （21日 三重県トラック協会）
・大型車通行適正化に係る街頭キャンペーン 道の駅いが（20日 中部地方整備局）

１ ・特車講習会（愛知県トラック協会）
・輸送現場視察と過積載防止啓発 チラシ配布 （17日 三重県トラック協会）

２・３
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（１） 広報活動 （講習会等）
月 行 事

４ ・通行許可審査業務初任者研修＜県事務所、市町村＞ （三重県）
・通行許可申請審査業務研修会 ＜建設事業所、市長村への初心者向け＞ （16日、18日 静岡県）
・車限令違反者講習会 （ネクスコ中日本 名古屋支社）

５ ・特殊車両通行許可申請業務研修会 ＜市長村初心者向け＞ （13日三河・15日尾張 愛知県）
・車両制限令違反者講習会 （ネクスコ中日本 名古屋支社）
・講習会（制度概要） （31日 愛知県トラック協会） （10日 岐阜県トラック協会・静岡県トラック協会）
・トラック事業（協）出張講習会 （ネクスコ中日本 名古屋支社）

６ ・車限令違反者講習会 （ネクスコ中日本 名古屋支社）
・直轄国道審査職員への研修会（９日 中部地方整備局）

７ ・特殊車両通行許可申請業務勉強会 ＜市長村向けパソコン使用＞ （17日 岐阜県）
・過積載防止会議 （17日 岐阜県トラック協会）
・車限令違反者講習会 （ネクスコ中日本 名古屋支社）

８ ・講習会（オンライン申請） （6日 愛知県トラック協会） （19日 岐阜県トラック協会・静岡県トラック協会）
・TV会議式制度説明会 （岐阜県トラック協会 ・ 三重県トラック協会）
・名古屋市道路工事関係者への講習会 （７日 名古屋市緑政土木課 名古屋市 ・ 中部地方整備局）
・特殊車両通行許可制度の最近の情勢 （９日 愛知県トラック協会 尾張支部）
・車限令違反者講習会 （ネクスコ中日本 名古屋支社）

9･10 ・車限令違反者講習会 （ネクスコ中日本 名古屋支社）

１１ ・PC建設業協会中部支社研修会（13日 中部運輸局 ・ 中部地方整備局）
・道路工事の適正な実施講習会 （18日 名古屋市工業研究所 ・ 名古屋市 ・ 中部地方整備局）
・車限令違反者講習会 （ネクスコ中日本 名古屋支社）

１２ ・講習会（最近の改正状況） （９日 愛知県トラック協会 ・ 岐阜県トラック協会 ・ 静岡県トラック協会）
・車限令違反者講習会 （ネクスコ中日本 名古屋支社）

１ ・交通警察官に対する特殊車両教養 （27日 愛知県警察学校 ・ 愛知県警察本部 ・ 中部地方整備局）
・過積載防止対策連絡会議 行政・荷主・トラック協会向け （28日 三重県トラック協会）
・特車講習会 （23日 愛知県トラック協会）
・特車通行許可申請に関する初級者向け勉強会 (24日 三重県トラック協会 ・ 中部地方整備局）

２ ・特車通行許可制度講習会 （18日 愛知県トラック協会 ・ 中部地方整備局）

３ ・講習会（TV会議） （10日 岐阜県トラック協会 ・静岡県トラック協会）
・車限令違反者講習会 （ネクスコ中日本 名古屋支社） 3



（１） 広報活動 （広報媒体活用）

月 行 事

４ ・過積載防止をHPへ掲載、情報板への掲示 （通年 名古屋高速）
・広報誌（トラック情報）へ「基準緩和認定」掲載 （静岡トラック協会）

５ ・過積載防止をHPへ掲載、SA,PAの情報板にて違反防止を掲示
（通年 ネクスコ中日本 名古屋支社 ・ 東京支社）

・広報誌（ﾄﾗｯｸ情報）へ「優良事業者期間延長」掲載 （静岡トラック協会）

６ ・会報紙（名商ﾎﾞｰﾄﾞ）への啓発記事掲載 （名古屋商工会議所）17,000部
・取締り実施結果のツイッター発信 （中部地方整備局 ・ 国道事務所）

７

８ ・岐阜県過積載防止連絡協議会によるチラシの配布（岐阜トラ協、岐阜運輸支局）
・道路ふれあい月間の期間中、来庁した特車申請者にリーフレットを配布 （名古屋市）
・新聞広告掲載 （９日建通新聞 静岡県）

９ ・大型車通行適正化に向けた中部地域連絡協議会の荷主向けチラシを作成、関係機関へ配布 （中部地方整備局）

１０ ・メールマガジン・HPの掲載 （中部経済連合会）
・トラックの日フェア （６日愛知県トラック協会・13日岐阜県トラック協会・１２～１３日静岡県トラック協会）

HP、SNS、「Twitter , Facebook」等で配信

11 ・メールマガジン・HPへの啓発記事掲載 （名古屋商工会議所）
・トラックフェスタ （９日三重県トラック協会）

１２ ・過積載防止啓発チラシ会員宛て配布 （23日 愛知県トラック協会）

１ ・中部地方整備局のHPに「好取組のある企業が掲載中」の案内をトラ協のNEWSﾄﾋﾟｯｸに掲載 （８日 愛知県トラック協会）

３ ・月間に伴い道路の電光掲示板による『過積載防止』啓発掲示
（1日～31日 浜松市）

・過積載防止啓発チラシ＜荷主・運送事業者向け＞（三重県トラック協会）
・新聞広告出稿 （下旬：専門誌３紙） 中部地方整備局
・愛知県過積載防止連絡協議会によるチラシの配布（愛知運輸支局）
・有料広告活動（業界紙・荷主向け啓発広告掲載）
・有料広告活動（中日新聞等・一般向け啓発広告掲載
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（１） 広報活動 （中部地方整備局の活動）

～

○ 講習会の実施

2019.11.18 名古屋市工業研究所2019.12.20. 道の駅「いが」

○ 街頭ＰＲ活動

～ 令和元年度の取り組み事例 ～

○ 施策の浸透率の向上・特車の違反率減少等、これまでの地道な取り組みには一定
の成果が認められている。

○ 既存の取り組みも継続して推進する

○ 広報媒体活動

2019.8.１ 道路パトロール出発式



リツイートあり

■ トピック情報 ■ 特車制度の情報
・ 制度の周知

■ 特車取締結果の情報

・ 取締実施の周知

・ パネル展の開催

SNS、ツイッターでの広報各種活動を情報発信

（１） 広報活動 （中部地方整備局での活動）
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静岡県 道路ふれあい月間について

全国トラック協会 配布資料

各委員おける広報活動について （ チラシ配布・ホームページでの広報 ）

（１） 広報活動 各委員の取組み

7

2019.８.９．静岡県

2019.８.22．三重県トラック協会



（１）広報活動 各委員の取組み（トラックの日）

令和元年度「トラックの日」 各県トラック協会で開催
未来のトラックドライバーが各キャンペーンに集合

8

～ 台風により中止～

三重県総合博物館にて
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■ 運送業界に向け広く周知する活動
荷主団体に対し、運送事業者に無理な積み込みを

強要しないよう注意喚起をする

■ 名古屋商工会議所のメルマガ配信
商工会議所の会員さまの携帯電話にメールマガジン

を配信して、業界団体に働きかけをする

（１）広報活動 各委員の取組み（会報誌への掲載）

2019.６. 会員 17,000社に配信
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国際海上コンテナ荷主への勧告

東海商工会議所連合会（名古屋商工会議所）

中部経済連合

○行政コーナー
「お知らせ」で、広く
社会に向けた周知活動

○メールマガジン
登録者数 ： 10.000人

○追加資料の周知
・WIM取締り
（自動計測装置）

・片荷対策
危険性
違反行為

○メールマガジン
登録者数

1.200人

～ リンクする画像 ～

（１）広報活動 各委員の取組み（メールマガジン）

2019.６. 掲載

2019.12. 掲載



(2)取締り活動 （特殊車両一斉取締りの実施結果）
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・ 無許可や条件違反、積載超過車両を一掃
・ 国土交通省・警察・高速道路管理者の連携

計測台数 ２７台 違反検挙台数 12台 （措置命令６台、警告６台）

中部地方整備局管内での同時合同取締りの推進

・ 令和元年６月６日 （木） 14：00  ～ 16:00
・ ５県、12箇所の国道及び高速道路に於いて
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○ 中部地域特殊車両の一斉取締り
○ 業界紙 ２社 ・ インターネットニュース に掲載

旬刊 高速道路 ： 15,000部発行
運輸世界新聞 ： 5,000部発行

(2)取締り活動 （一斉取締りの結果広報）



中部地区と近畿地区の関所 チェーンベースを利用しての取締り
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近畿地方整備局の協力を得ての特殊車両一斉取締り 令和１年11月１日

(2)取締り活動 （隣接整備局との連携取締り）
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特殊車両取締り
○ 名古屋高速道路公社：令和２年１月２９日（水）14:30~15:15 違反車両１台を警告
○ 自治体取締り：令和元年度は実施できなかった（平成30年度、愛知県・名古屋市にて実施）

(2)取締り活動 （特殊車両現地取締りの強化）



直轄工事における特殊車両通行許可の確認等一斉点検の結果について

工事計画の打ち合わせ段階から
＜ チェックと指導を ＞

（３） 公共事業違反ゼロPTにおける取組み
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中部地方整備局 直轄工事点検結果 （平成31年度）

■調査期間 平成３１年４月１日から 令和１年１２月３１日まで
■調査対象 道路部及び河川部等における直轄公共工事で特車の使用が認められるもの
■点検検査数 【合計】 １０７工事箇所 （昨年度点検箇所比 ＋１９箇所）

【内訳】 道路部 ６０工事箇所 ・ 河川部 ４４工事箇所 ・ 営繕部 ３工事箇所
□点検結果 全ての工事に違法行為が認められなかった（概ね良好であった）

100%

0%
一斉点検の結果

おおむね良好 一部不適切

指摘すべき事項
① 運搬資機材ごとに運搬計画を作成

し、施工計画書に記載までがされて
いない。

② 運搬車両の確認方法や確認頻度
について資機材ごとに記載がされて
いない。
（特記仕様書 第1-1-1-32条 6項）

（３） 公共事業違反ゼロPTにおける取組み
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全ての工事に違法行為は無かった



公共事業違反ゼロＰＴ活動
管内関係事業所 ９１箇所において実施 点検結果：おおむね良好を確認した

ハンドブック P43

11関係事業所中
７事業所で実施
実施率 ６４％
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（３） 公共事業違反ゼロPTにおける取組み
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中部地方整備局

道

大型車通行適正化

建設工事関係者のための特殊車両通行ハンドブック

コンプライアンス活動 公共事業違反ゼロＰＴの取り組み促進

■建設工事関係者のための特殊車両通行ハンドブック（PDF:34.2MB）

ダウンロードできます。

（３） 公共事業違反ゼロPTにおける取組み
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交通警察官向け特殊車両に関する教養の状況

交通街頭活動対策専科生に対する専科教養
□ 日時：令和２年１月２７日（月） １４：２０ ～ １５：４０
□ 場所：愛知県警察学校 教場 （４８名）

講義内容 特殊車両通行許可制度・現況と道路法違反に対する警察の的確な対応方法等

道路交通法違反の過積載と道路法の許認可制度の解説
開催目的 ： 中部地方整備局 国道事務所職員の行う道路法取締りと警察官が

行う道路交通違反取締りの連携による効果、必要性を再認識させる

（３） 公共事業違反ゼロPTにおける取組み



(3)審査の迅速化PTにおける取組み

■ ドライバー不足等に伴う車両の大型化の進展により、特車通行許可件数は５年で約1.6倍に増加した
■ 増加する件数に審査が追いつかず、許可に至るまでの日数が長期化し、審査を迅速化する必要がある

2020年までの特殊車両通行許可申請に対する「審査の迅速化PT」の取組み

今後も更なる短縮化をするため「審査の迅速化PT」の継続が必要
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講習会の様子（岐阜会場）講習会の様子（愛知会場）

愛知県勉強会 岐阜県勉強会 7月17日（水）岐阜全域5月 13日 （月） 三河 地区
5月 15日 （水） 尾張 地区

■ 講習内容
・ 特殊車両通行許可制度の概要（審査の迅速化）
・ 特殊車両通行許可申請審査について

■ 参加者 計９０名

■ 講習内容
・ システムによる特殊車両通行許可審査要領
・ 道路情報便覧収録の具体的作業

■ 参加者 計４２名

審査担当者勉強会 自治体の特殊車両事務担当者を対象に特殊車両通行許可申請審査や道路情報便覧のデータ
更新の方法等ニーズに沿った勉強会を、下記のとおり３回実施した。

■ 講習状況

21

(3) 審査の迅速化PTにおける取組み



愛知県 特車審査の勉強会結果(アンケート結果）

理解度：約86％ 実施の効果100％ 今後の課題抽出

19%

44%

25%

7%

0%

特車概要（審査の迅速化）の理解度

分かり易い やや分かり易い 普通 やや分かりにくい 分かりにくい

17%

29%
37%

17%

1%

特車審査の理解度

分かり易い やや分かり易い 普通 やや分かりにくい 分かりにくい

22%

75%

4% 0%

研修に参加した感想

非常によかった よかった どちらとも言えない 参考にならなかった

今後の実施に向けた改善要望

１ 今後も継続して欲しい

２ 実務で使えるマニュアル・手引書が欲しい

３ パソコン上で演習できるようにすべき

４ 初級・中級・上級に分けて実施すべき

22

(3) 審査の迅速化PTにおける取組み



43%

49%

8%

特車事務の経歴

今年度初めて 2～3年目 4年以上

14%

59%

24%

オンライン支援算定システムの操作方法について理解度

理解できなかった 少し理解できた 理解できた

3%

54%

41%

3%
更新作業支援ツールの操作方法について理解度

理解できなかった 少し理解できた 理解できた 無回答

51%

0%

49%

特車事務に関する勉強会への参加の意向

参加したい
参加したくない
勉強会の内容によっては参加したい

初任者：約43％ 理解度：約90％ 実施の効果100％

岐阜県 特車審査及び便覧収録の勉強会結果

23

(3) 審査の迅速化PTにおける取組み



24

初心者向け特車申請の勉強会の実施状況

特殊車両通行許可オンライン申請勉強会
□ 主催：三重県トラック協会
□ 日時：令和２年１月２４日（金） １０：００ ～ １６：３０
□ 場所：三重県トラック協会 ２階 会議室 （18名）
午前の部 例題① パソコン基本設定と単車（新規格車/総重量２５ｔ車）の申請
午後の部 例題② セミトレーラー連結車のパソコン申請と質疑応答

実務に即した演習形式による効果的な講習会を実施
講師 ： 中部地方整備局 職員、審査業務従事者 10名

ほぼマンツーマン形式による勉強会で個別な相談も対応

(3) 審査の迅速化PTにおける取組み
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平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和１年

H27年の違反構成率を「100」とする

各 年 度 の 指 数 推 移

96
93

（４） 活動の効果検証 （現地取締りの分析・違反構成率）

連 絡 協 議 会 発 足
平 成 2 7 年 １ 月 2 7 日

※ 違反構成率＝計測台数に対する違反台数の割合

減
少

発足後

指数による比較

平成27年度 100

平成28年度 96

平成29年度 93

平成30年度 82

令和 １ 年 ７７

○ 違反構成率は毎年連続減少している
○ 平成29年から平成30年が大幅に減少している
○ 取締りや各種広報活動等の効果が確実に認められる

大
型
車
両
適
正
化
協
議
会
発
足

25

100

82

（１２月末）

７７
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建設関連

生産関連

消費関連

建設関連

生産関連

消費関連

52%
31%

１７%

36%

48%

16%

7%

中部地域における現地取締り情勢

平成３０年度 令和元年度 （４月～１２月）

中部地域

他県地域

47%
中部地域
他県地域

５６%53%

○積荷別

 建設関連貨物が減少、生産関連貨物が大幅に増加し５割を超える
 地域別では、大きな変動はないが中部地域の違反車両が増加している

○地域別

（４） 活動の効果検証 （現地取締りの分析・違反構成）

44%

【中部地域（愛知、岐阜、三重、静岡県）と他県ナンバーとの割合を示す】
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特殊車両通行許可の審査日数の推移

（４） 活動の効果検証（審査の迅速化ＰＴの取り組み）



0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

28

（４） 活動の効果検証 （特殊車両許可件数の推移）

特殊車両通行許可件数の推移

22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 合計

許可件数 42,581 50,205 48,229 54,982 58,621 67,190 73,509 85,673 95,150 576,140

[発足前]

[発足後]

発足前 発足後

大
型
車
両
適
正
化
協
議
会
発
足

H22

・発足前と後の比較
協議会発足前
５年間 9.5%増加/年

協議会発足後
３年間 19%増加/年

発足前と比較し
２倍の増加率

で許可件数が増加

・ 今後も許可件数の
増加が見込まれる

 協議会発足前（５年間）より協議会発足後（２年間）では許可件数の、伸び率が倍以上
 協議会における街頭PR活動、講習会等の広報活動や現地取締り活動の効果

特殊車両通行許可件数

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

■ 毎年２倍の伸び率



（４） 活動の効果検証（一般向けWebアンケート）

大型車の通行適正化に係る法令の知識や違反車両の要因に係る意見を問うアンケートを実施
サンプル数：2,000人（岐阜、静岡、愛知、三重県在住者）
設問内容：大型車両通行適正化と道路構造の保全に関する事項（車の過年度に実施したWebアンケートの設問内容と同様）
属 性：過年度と同じ属性

◆性別 ◆年代

◆居住地 ◆職業

29

57.7

59.5

65.8

64.1

42.4

40.6

34.2

36

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R1

H30

H29

H28

男性 女性 N=2,000

15.2

11.6

12.2

11.8

18.3

22.4

21.1

20.6

50.2

56.3

55.8

56.7

16.4 

9.8 

11.0 

11.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R1

H30

H29

H28

岐阜県 静岡県 愛知県 三重県
N=2,000

38.6

40

40.9

40.1

2.8

2.7

3.1

3.3

6.4

6.6

5.8

7.3

2.5

3.1

3.1

3.4

7.0

8.3

7.7

7.9

17.3

16.8

14.5

15.5

12.8

11.4

11.1

11

10.7

9.9

12.2

9.9

1.3

0.9

0.7

1.3

0.8

0.6

1.2

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R1

H30

H29

H28

会社員 会社経営・役員

公務員・団体職員 専門職（医師・看護師・弁護士など）

自営業 契約社員・派遣社員、パート、アルバイト

専業主婦（主夫） 無職

学生 その他：
N=2,000

0.4

0.3

0.3

0.4

9.3

8

5.4

5.8

20.8

20.9

17.1

19.9

25.6

26.5

29.9

29.7

23.2

24.5

27.7

26.9

15.5

15.8

15.5

15.1

5.3

4

4.2

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R1

H30

H29

H28

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代
N=2,000



30

（４） 活動の効果検証（一般向けWebアンケート）

• 大型車の通行適正化に係る法令に関する知識ついて、“聞いたことがある”回答者は増加傾向にあったが、今年度はやや減少。
• “内容も知っている”の変化はH29，30から3ポイント程度減少し、H28の水準を若干上回る程度。
⇒ これまでの広報活動等の効果がみられるものの、法令遵守につなげるため内容を理解させる広報活動が必要である。

Q1.車両に積める荷物の長さ・重さは法令で決められていることを知っていますか。
【大型車の通行適正化に係る法令に関する知識】

Q2.道路を通行できる車両の長さ・重さは法令で決まっていることを知っていますか。

Q3.車に積める荷物の長さ・重さ、道路を走れる車の長さ・重さなどは、それぞれの法律で規定されており、その数値が異なることを知っていましたか。

27.4
30.8
31.5

26.5

63.3
62.5
61.5

62.1

9.4
6.8
7.1

11.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R1
H30
H29
H28 聞いたことがあり内容も知っている

聞いたことはあるが内容は知らない

聞いたことはない

減少傾向 N=2,000

25.6
28.6
28.5

19.2

63.0
62

60.8
67.8

11.5
9.5

10.8
13

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R1
H30
H29
H28 聞いたことがあり内容も知っている

聞いたことはあるが内容は知らない

聞いたことはない

減少傾向 N=2,000

16.7
19.9
19.5

16.2

64.7
64.7

63.4
61.4

18.7
15.4

17.2
22.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R1
H30
H29
H28 聞いたことがあり内容も知っていた

聞いたことはあるが内容は知らなかった

聞いたことはなかった

減少傾向
N=2,000

増加傾向

増加傾向

増加傾向

増加傾向

増加傾向

増加傾向



（４） 活動の効果検証（一般向けWebアンケート）

• 道路構造物の老朽化に関わる知識について、過去３年間での変化は見られないが、「道路構造物の老朽化に不安を感じ
る人」が9割近くを占めており、老朽化に対する不安を抱いている人が大半を占めている。

Q1. 全国の橋梁のうち、高度経済成長期に整備されたものが全体の約3割を占めるなど、道路構造物の高齢化が進行し
ています。
この現状に関するあなたの意見を教えてください。

【道路構造物の老朽化に係る知識】

道路施設の高齢化は災害
時の復旧の遅れにもつなが
ると思うので早急に改善して
いったほうが良いと思う。

道路施設の高齢化が怖いです。
テレビの衝撃映像などで道路が急
に落ちるところを見たことがあります
が、避けようもないため未然にメン
テナンスしてほしい。

▼ 自由記述

31

86.6

87.5

84.4

87.8

13.0 

12.0 

15.3 

11.8 

0.5

0.5

0.3

0.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R1

H30

H29

H28
不安を感じる

不安には思わない

その他：

変化無し N=2,000



（４） 活動の効果検証（一般向けWebアンケート）

• 道路構造物に与える違反走行車両に係る意見について、 過去4年間での意見の変化は見られないが、違反車両に対す
る問題の重要性や厳しい取り締まりの必要性を感じている人が9割程度占めている。

Q. 1 違法な重量超過車の通行は、わずかな重量超過であっても、道路や橋の寿命を大きく縮めることが分かっている。ごく一部の違反車両が、
道路を劣化させる主要因となっている事に関するあなたの意見

【道路構造物に与える違反走行車両の影響に係る意見】

Q.２ 前問の違法重量超過車両への対応に関するあなたの意見

法令や厳罰化をしても業者
や荷主の意識改革がなけれ
ば解決しない。

▼ 自由記述

32

86.0
87.2

85.2
87.2

2.3 
2.2 

3.2 
2.0 

11.6
10.6
11.5
10.7

0.1 
0.0 

0.1 
0.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R1
H30
H29
H28 重要な問題だと思う

重要な問題とは思わない

よく分からない

その他
変化無し N=2,000

91.6 
92.0 
91.5 
92.6 

7.2
6.7
7.4
6.6

1.3
1.4
1.2
0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R1
H30
H29
H28

厳しく取り締まるべきと

思う

厳しく取り締まるべきと

は思わない

その他
変化無し N=2,000

違法重量超過車両の問題は、
人命にも関わることなので、その
原因の改善と警察の取り締まり、
罰則を強化して欲しい。



（４） 活動の効果検証（一般向けWebアンケート）

• 違法な重量超過車両を減らすための対策に係る意見について、啓発活動、現地取締の強化及び罰則の厳罰化がいずれ
も5割以上を占め、特に、荷主や運送事業者への啓発活動や現地取締の強化が効果的な対策という意見が多い。

• その他、物流業界の改善（意識改革や働き方、賃金等）を求める意見もあった。

Q. 違法な重量超過車両を減らすためにどのような対策が効果的だと考えますか。（複数回答可）。
【違法な重量超過車両を減らすための対策に係る意見】

▼ 主な自由意見

65.7 63.0
50.7

1.7
0.0

10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0

荷主、運送事業者への

啓発活動を徹底

警察と道路管理者による

現地取締の強化

罰則の厳罰化 その他

N=2,000

（％）

【啓発活動について】
• 道路インフラの劣化の面からその危険性、

問題の深刻さを訴えて、国民の意識を変
える必要がある。

• 身近な問題ではあるが、あまり危機感を感
じないことばかり。視覚的にわかりやすい表
示などがしてあると危機感を感じる。

• 事故や被害状況の具体例を顕在化し、
もっとＰＲすべき。

• SNSを活用して広めてください。車を持って
いない若者は情報には敏感なので拡散し
てくれる。

【取締強化や罰則の厳罰化について】
• ずっと以前に比べ積載超過の車が減った

と思われるが、安全のため看過できないの
で、取り締まりや罰則を強化してほしい。

• 法律を守っている企業が報われる仕組
みが大切。

• SNSなどからの通報を利用しては。
• 明らかに積載オーバーの車両の動画投稿

による車両特定。

【その他の意見】
• 運転手に対する意識教育とともに雇

用者に対する罰則規定の強化並びに
運搬費の適正化が必要。

• 業界の立ち位置として、運送業が弱
かったことから起因していると思う。現
在、大手が運送料の改善などしている
ようなので、このまま推進して欲しい。

• 配送事業者だけでなく荷主も協力し
て進めるべき事項。推進にあたっては、
価格面で不当な扱いを受けないように
法整備も必要と感じる。 33



（参考） 活動の効果検証（一般向けWebアンケート）

• 違法な重量超過車両がなくならない背景に係る意見について、荷主側及び運送事業者側に問題があるといった意見が半
数以上を占める。

• その他の意見として、知識不足や意識や賃金の低さなど、物流業界全体の問題と捉える意見があった。

Q. 違法な重量超過車両がなくならない背景として何が考えられますか。（複数回答可）。
【違法な重量超過車両がなくならない背景に係る意見】

34

64.5

76.6

26.4

32.7

1.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

荷主の無理な

発注条件の提示

運送事業者の

ドライバー不足や

輸送コスト削減

運転手の自己判断

貨物量の減少に伴う

運賃単価の低下

その他：

（％）

N=2,000



（４） 活動の効果検証（一般向けWebアンケート）

 協議会活動もあって大型車通行適正化に関する認知度は９割以上。

 インフラの老朽化に関心度が高く、違法な重量超過車両に対し、厳しく
取り締まるべきとの意見が９割を超えて続いている。

 効果的な対策として、「荷主や運送事業者への啓発活動」や「現地取
締の強化」といった意見が多い。

・今後も広報活動を継続し、荷主や運送事業者への意識醸成を図る。
・効果的な取締り方法を検討し、公共事業違反ゼロPTの活動を強化
・特殊車両許可期間の長期化による無許可走行を抑止
・審査期間を短縮化させるPT活動を更に強化

アンケート結果

35



令和２年度活動方針（案）

（１） 広報計画

（２） 現地取締りの推進

（３） 公共事業違反ゼロPT及び審査の迅速化PTの取組み

（４） 今後の協議会運営

1

資料２



（１） 広報計画（各委員の取組み計画）
街頭ＰＲ 講習会等 広報媒体活動

４月 ・取締り実施結果ツイッター （通年）
（中部地方整備局 ・ 国道事務所）

５月 ・海コン街頭取締り （愛知県トラック協会）
・春の交通安全運動（名高速・愛知高速隊）
・各SA・PAにおいて車限令違反防止チラシ
の配布 （ﾈｸｽｺ名古屋）

・特殊車両通行許可手続き説明会
（三重・静岡県トラック協会）

・初任者向け研修会（愛知県）

・過積載防止啓発のHP掲載、情報板の掲出
（名古屋高速公社） （通年）

６月 ・全ト協特車講習（TV講習）＜初・中級＞
制度概要（岐阜・三重県トラック協会）

・便覧収録作業研修会（愛知県）

・過積載防止啓発のHP掲載、SA,PA,の情報板
にて違反防止の提示
（ネクスコ中日本名古屋） （通年）

７月 ・夏の交通安全運動（名高速・愛知高速隊）
ネックスプラザフェスティバル

・各SA・PAにおいて車限令違反防止チラシの
配布 （ﾈｸｽｺ名古屋）

・車限令違反者講習会 （毎月実施予定）
（ﾈｸｽｺ名古屋）

・HP掲載 （静岡県）（通年・随時）
・会報誌に周知広告掲載（名古屋商工会議所）

８月 ・道路ふれあい月間「道の日」イベント
（静岡県）

・特車講習会（愛知県トラック協会）
・全ト協特車講習（TV講習）＜初・中級＞
オンライン申請（岐阜・三重・静岡県トラ協会）

・道路ふれあい月間に合わせ、特車窓口でリーフ
レットの配布（名古屋市）

９月 ・秋の交通安全運動（名高速・愛知高速隊）
・各SA・PAにおいて車限令違反防止チラシの
配布 （ﾈｸｽｺ名古屋）

・特車講習会（愛知県トラック協会） ・HPへの掲載（ﾈｸｽｺ名古屋）（通年）

10月 ・道路情報便覧収促進勉強会・三河地区
（愛知県）

・交通安全環境フェア （愛知県トラック協会）
・メルマガ・ＨＰへの掲載（中部経済連合会）

11月 ・海コン街頭取締り （愛知県トラック協会） ・メルマガ・ＨＰへの掲載（名古屋商工会議所）

12月 ・年末の交通安全運動（名高速・愛知高速隊）
・各SA・PAにおいて車限令違反防止チラシの
配布 （ﾈｸｽｺ名古屋）

・全ト協特車講習（TV講習）制度改正周知
説明会（岐阜・三重・静岡県トラ協会）

1月 ・トラック事業共同組合講習会（ネクスコ）

２月 ・過積載防止啓発チラシ配布(運送/荷主対象)
（三重県トラック協会）

３月 ・特車車両講習会（静岡県トラック協会） ・電光掲示板「過積載防止」啓発 （浜松市） 2



（１） 広報活動 新聞広告、自治体広報誌の活用

• 自治体広報誌等の誌面を借りて協議会の取り組みを周知
 協議会参加の自治体の他、市町にも働きかけ、年に1回程度広報誌への掲載を検討
 新聞広告 ～ チラシサイズ等、スペースに合わせて事務局から素材を提供可能

3
一般新聞用広告（イメージ）荷主向けチラシ

業界紙向け広報（イメージ）



（１） 広報活動 好取組の共有による大型車両適正化の促進

ホームページ掲載企業 R２．１現在 （累計）

ホームページ掲載までのスケジュール 協 会 名

愛知県トラック協会 ４

岐阜県トラック協会 ４

三重県トラック協会 ２

静岡県トラック協会 ７

連 絡 協 議 会 １７

4



（１） 広報活動 好取組の共有による大型車両適正化の促進

5



6

中部地方整備局

道

大型車通行適正化

特殊車両適正運行に対する企業の好事例集

（１） 広報活動 好取組の共有による大型車両適正化の促進



（１） 広報活動 愛知県トラック協会HP （コードリーダーの活用）

■ HP画面への簡素化
スマートホンのコードリーダから
直接閲覧可能なアイテム採用

好取組みを募集する「お知らせ」の
用紙に添付

◇ 好取組の共有による大型車両の適正化を図るため
◇ 多くの会員に周知する新たなアイテムを採用した

7



大型車通行適正化に対するアクセス回数の推移

月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 合計

回数 ３２５ ７４８ ５１９ ５０３ ６２０ ７６４ ７９６ ４９３ ８８３ ７４３ ８８０ ６６４ ３５４ ８２９２

0

200

400

600

800

1000

12月 1月 ２月 ３月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

ホームページへのアクセス数

毎月のアクセス数

2018年
12/18から

2019年
12/17まで

5/21
２期追加

8/20
３期追加

公募 公募
愛ト協
NEWS
に掲載
1/8

◇ アクセス回数は徐々に増加傾向
◇ 公募実施期間や企業の追加によりアクセス回数が増加する

企業の追加

企業の追加

特殊車両適正運行に対する企業の好事例集 ホームページ掲載から1年間の状況

開催開始から１年間のアクセス回数 ： ８２９２回
１日の平均アクセス回数 ： ２３回

（１） 広報活動 好取組の共有による大型車両適正の活性化



9

「ホワイト物流」自主行動宣言のあった業態別企業数

１ 運輸業、郵便業 317社 ５ 複合サービス業 １４社

２ 製造業 290社 ６ 建設業 ５社

３ 卸売業、小売業 ８２社 その他の合計 ３１社

４ 情報通信業 １５社 合 計 744社

・ 「ホワイト物流」推進参加企業への賛同企業数について、運輸業、郵便業が多数参加
・ 物流の運送内容の見直しや業務の改善を提案した

（１） 広報活動 中部運輸局と連携した大型車両通行適正化の促進



より効果的な取締り活動の推進 「関連箇所取締り」

◇ 取締りにおける違反率の低下等、これまでの取り組みに一定の成果が認められている一方で、
未だ違反通行車両は存在しており、今後も効果的な取締りを推進する必要かある。

◇ 一斉・合同取締りと個別取締りの長所を生かした「関連箇所取締り」を実践し、効果を上げる。

 令和２年度の方針
各道路管理者が関係機関と連携・調整を図りながら、「関連箇所取締り」を実施

し、より効果の高い取締りを推進する。

10

関連箇所取締りの推進

種別 長所 短所

一斉・合同

取締り

・高い広報効果
（報道されやすい）
・高い波及効果

・遊撃的な実施が困難
・違反実態に即さない
可能性

個別取締り
・遊撃的な実施が可能
・違反実態に即した
取締りが可能

・広報効果が限定
（報道されにくい）
・波及効果が限定

関連箇所

取締り

・高い波及効果
・違反実態に即した
取締りに近づく

・関係機関との調整

（２） 現地取締りの推進



現地取締りにおける車両選定方法

11

◇ 車線規制式（検問型）
車線を1車線に絞り込み、対象車両を引き込む

◇ 車両選定式（機動力の発揮型）
対象車両を手前から選定し、測定場所まで誘導する

取締方法別 メリット デメリット

車線規制式 １車線に絞り込み安全 渋滞が発生する場合がある

車両選定式 手前から車両の選定が可能 引き込みの交通誘導が長くなる

（２） 現地取締りの推進



12

（３） 公共事業違反ゼロＰＴにおける取組み

■ ＰＴメンバーの公共工事に対する現場点検実施 令和２年１月末現在
実施済機関 ： １１関係事業所中 ７事業所にて現場点検を実施（中部地整管内）
令和２年度は、公共事業違反ゼロPTの全機関において実施を目標

■ 直轄工事における特殊車両通行許可の確認等現場についても継続

建設工事関係者のための特殊車両通行ハンドブックを活用した現場点検の実施

ＰＴメンバー確認表の例 直轄工事確認項目の例



13

◇ 中部地方整備局管内の現地取締では、違反構成率が年々減少を継続している
◇ 大型車両の通行適正化に関する活動は、年間計画とおり実施され成果が挙がっている

中部地方整備局 県・政令市 高速道路会社・公社

○ 特車取締りの実施
・現地取締り強化
・WIM取締り強化

○ 特車制度の周知徹底
・街頭活動
・広報活動

○ 公共工事の現場点検
○ 各種情報提供
○ 他機関支援

・他機関との連携
○ 会議の開催

○ 公共工事の現場点検
○ 特車取締りの実施
○ 特車制度の周知徹底

・各種講習会
○ 広報活動の強化

・SNS、ツイッター
・チラシ等の作成
・テレビ、ラジオ

○ 特車取締りの強化
○ 大型車両に配慮した

SA・PA等の整備
○ 広報活動の強化

・SNS、ツイッター
・電光掲示板
・横断幕、懸垂幕
・テレビ、ラジオ

○ 工事現場等の点検

中部地方整備局管内の特殊車両業務取り扱い事務所

○ 更なる大型車両の通行適正化
○ 重大な交通事故等の抑止（継続）

定着を図る

（３） 公共事業違反ゼロＰＴにおける取組み
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■ 更なる迅速化への具体的取り組み

◯ PTを通じて、自治体の審査の迅速化支援を加速
◯ 協議が長期化、協議件数が多い団体

☆ 重点的かつ緊急的に具体的な対策を講じる

（３） 審査の迅速化ＰＴにおける取組み

ヒヤリング

実態把握 遅延の要因
ツールの提供
迅速化支援

審査の迅速化

聞き取り

審査体制

助言指導活用資料

情報不足

（審査マニュアルの提供・審査要領等）

◯ 申請者側へのフォローアップ
◯ 新制度への移行を働きかけるPR
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特殊車両通行ハンドブック２０２０ 改訂版作成中
２０１９年から２０２０年にかけて大幅に制度改正された内容を充実

（３） 審査の迅速化ＰＴにおける取組み



◇ 審査の迅速化への取組みは、今後も継続する必要がある
◇ これまでの取組みの定着化・更なる迅速化を目指す上では、各組織での意識改革が必要

中部地方整備局 県・政令市 高速道路会社・公社

○ 審査の迅速化
○ 個別協議の迅速回答
○ 各種情報提供
○ 他機関支援

・他機関状況の把握
・情勢等の周知
・他機関への援助

○ 会議の開催
・審査の迅速化PT

○ 審査の迅速化
○ 個別協議の迅速回答
○ 各種情報共有
（県）
○ 管内市町村の支援

・マニュアル等整備
・担当者のｽｷﾙｱｯﾌﾟ
・各組織の状況把握

☆ 原因分析
☆ 早期改善対策

○ 審査の迅速化
○ 個別協議の迅速回答
○ 各種情報共有
○ 迅速化資料等整備

・マニュアル
・車両寸法早見表

中部地方整備局管内の特殊車両審査事務所

○ 更なる審査の迅速化
○ 更なる個別協議の迅速化

定着を図る（平均１０日程度）

（３） 審査の迅速化ＰＴにおける取組み
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（４） 今後の協議会運営

17



（４） 今後の協議会運営

「好事例」の共有
大型車の適正化

公共事業
違反ゼロPT

審査の迅速化PT

大型車両通行適正化に向けた中部地域連絡協議会
ステップ３の継続

◯街頭PR
◯講習会
◯媒体活用

◯ 現場点検
◯ 一斉取締り
◯ 関連箇所に

よる取締り
◯ 自治体に

おける活動

◯ 審査の迅速化
各種対策

・道路管理者
・警察

・道路管理者
・関係行政機関

（随時） （随時） （随時）

◯ 「好事例」
・ 公募
・ 選考委員会

・ﾄﾗｯｸ協会
・中部地整

（年１回程度）

広報活動

（継続）

（年２回）・協議会
全体

18

継続的かつ主体的な取組み広く社会向けた

広報展開



その他

（１） 話題提供

（２） 今後の予定

1

資料３



特車通行許可制度の改善

第20回 物流小委員会資料から



1

許可件数の推移

○ ドライバー不足等に伴う車両の大型化の進展により、許可件数が増加。

▲許可件数の推移
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H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

※

許
可
件
数
（件
）

トラック 建設機械類 一般セミトレーラ 重セミ 海上コンテナ ポールトレーラ フルトレーラ ダブルス

約28万件
約30万件

約32万件

約39万件

約45万件

※国への申請に対する許可件数



審査日数の推移

○ 地方公共団体との協議など、自動審査システムで完結しないものに、依然、長期間を要している状況。

▲審査日数の推移（国が許可した平均審査日数）
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審査日数の短縮に向けたこれまでの主な取組み（制度関係）

• 重要物流道路のうち、道路管理者が道路の構造上の観点から支障がないと認めて指定し
た区間において、一定の要件を満たす国際海上コンテナ車（40ft背高）の通行について、許
可を不要とする措置を導入。（R1.7～）

• 新たな目的地を追加する場合、許可を受けている区間の審査を省略。（R1.6～）
• 車両の諸元を超えない車両を追加する場合、審査を簡素化し、優先的に処理。（R1.7～）

• 優良事業者を対象に、当面の間、許可の有効期間を最大
２年間から最大４年間に延長。（H31.4～）

（改正前）

２年

４年一定の条件を満たす優良事業者

＋２年（改正後）

許可期間

許可期間

① 許可の有効期間の延長

② 変更申請における審査の簡素化

③ 重要物流道路における特車許可不要区間の導入

• 地方整備局単位で都道府県等とプロジェクトチームを設置し、審査や便覧収録に活用可能な
ツール等を提供。（H30.5～）

• 審査に時間を要している地方公共団体に対し個別支援。（H31.3～）
▲自治体に対する審査の研修

（プロジェクトチーム）

④ 地方公共団体への支援



審査日数の短縮に向けたこれまでの主な取組み（デジタル化関係）

電子データの整備計画

電
子
デ
ー
タ
の

整
備
率

電子データの整備率

○ 現在、約７割に留まっている地方道（都道府県道・市町村道）の電子データ化を促進。
○ 年間申請件数５件以上の地方道について、車載型センシング技術なども活用し、2019年度までに電

子データ化を完了。

▲道路種別による電子データ化の整備率及び2019年度の整備予定 ▲地方道における電子データの整備率※

※ 特車申請があった延長のうち、電子データが
整備されている延長の割合

69%
71%

73%

83%

50%

60%

70%

80%

90%

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

年間申請
10件超

年間申請
5件以上

2019年度までに５件
以上を電子データ化



審査日数の短縮に向けたこれまでの主な取組み（デジタル化関係）

○ センシング技術により、電子化が遅れている地方道等の情報を効率的に収集し、自動審査システム
へ収録することで、審査を迅速化。

センシング技術を活用した電子データ化

• 各地方整備局毎にセンシング機器を導入済み

• 今年度までに地方道約4,000km分を取得予定

• 今後、効率的な便覧収録のためのツールの開
発状況も踏まえ、追加を検討

センシング装置による計測 ３次元データの収集 自動審査システム

カメラ

レーザー
GNSS

車両搭載センシング装置

センシング装置を
搭載した車両

市街地部の市道

幅員

高さ

市道のアンダーパス部分

抽出

便覧収録支援ツール（開発中）

最小高さ計測最小幅員計測

道路管理、自動運転等

電子道路

情報データ

（道路情報便覧）

活用



特車通行許可制度の今後の方向性

考え方

○ 入口重視（事前審査）からＩＣＴによる走行確認重視へと枠組みの転換を図る。

デジタル化や手続きの簡素化・一元化によって、実質的な手続きの日数（平均）10日
程度を達成する。

ICTを活用した走行確認重視の枠組みに向けてETC2.0、OBW等の活用など環境整
備を進める。

以上の取組みを下支えするため、一部の業務を外部機関にアウトソーシングするこ
とを検討。

○ 申請件数が大幅に増加し続ける中、デジタル化により自動審査システムで完結する部分
は10日を達成したが、自動審査システムで完結しない部分は10日にできていない。

デジタル化を更に進めるとともに、国による一元的な手続きの仕組みを設けること
が必要。

目標 ： 2020年までに平均審査日数を10日程度



特車通行許可制度の今後の方向性

取組み

② 新たな制度の創設による手続きの簡素化・国への一元化

手続きの簡素化・一元化を図るため、①を前提として、従来の許可制度のほかに新たな制度の創設を検討。【参考１】

＜概要（案）＞ • 登録を受けた車両※１、※２は、個々の車両の重量等に応じて国が提示した通行可能経路を
許可を受けることなく通行。

※１ ETC2.0の搭載、OBWによる重量報告等が登録の要件
※２ 特に寸法や重量が大きい貨物を運搬する車両等は従来通り許可を申請

• 地方道についても国が一元的に通行可能経路を提示。

• 登録を受けた車両は、提示された通行可能経路を自由に選択。

• 許可の手数料に代わり、登録等について必要な費用を手数料として徴収。

① 自動審査の拡大・機能向上

＜道路情報の電子データ化の一層の推進＞

• 申請件数が多い地方道について、国で代行して電子データ化。

• 車載型センシング技術等を活用して電子データ化を加速。

＜新しい申請・審査システムの導入＞

• システムの処理能力を向上。

• 全ての通行可能経路を一括して表示。

• 過去の許可実績のデータベース化や橋梁構造、車両構造等に関する処理の精緻
化により、迅速にきめ細やかな審査を実施（通行可能な経路の実質的な拡大）。

▲センシング技術の活用

センシング装置を
搭載した車両

カメラ

レーザー
GNSS

車両搭載センシング装置



特車通行許可制度の今後の方向性

③ 事業者による重量確認の取組み等の後押し

新たな通行（重量）管理の仕組みへと誘導し、事業者における運行管理や重量確認を後押し。

▲OBW

▲ETC2.0

④ 取締りの強化等による過積載の抑止

＜通行（重量）の把握の徹底＞

• 国、高速道路会社、地方公共団体間での過積載の履歴情報の共有。

• WIM（自動計測装置）の増設、現地取締りの増加等。

＜過積載を未然に防止するための取組み＞

• WIMで確認された違反に対する警告書の発出の拡大（累積回数の引き下げ）、
違反者の公表の基準の引き下げ等による抑止力の強化。

▲現地取締り

▲WIM

・ 国によるETC2.0による通行経路記録のモニタリング。※１

※１ 特車ゴールド制度においても活用

・ OBW（車載型重量計）、重量計等による重量計測の記録、荷主からの依頼書等の国への
定期報告。※２【参考３】

※２ OBWは、日本で多く用いられているサスペンション形式に対応した製品の開発・普及が進んでいないことか
ら、当面の間、重量計等による重量計測の記録や荷主からの依頼書を用いて重量を確認

取組み

＜登録を受けた車両の効率的・効果的な通行（重量）の管理＞

＜OBWの技術開発・普及の促進＞



特殊車両の通行に関する制度の今後のイメージ（案）

道
路
管
理
者

ト
ラ
ッ
ク
事
業
者

新技術の活用により生産性や安全性を向上させる仕組み

審査の自動化＋簡素化 ⇒ 迅速化

車種に応じた走行可能なネットワークの明確化
ＩＣＴでモニタリングを強化

車両に経路・重量計測機器等を装着

（OBWの普及を後押しすることにより、トラック事業者と
荷主が連携して過積載等を防止）

ほぼ全ての道路でほぼ全ての車両が交通状況等に
応じて自由に通行（経路変更）が可能に

新たな自動審査システム
（国による一元審査）道路基盤データ

(地方道含む)

モニタリングシステム
（国で一元的に実施）

経路・重量
データ収集
（常時計測）

違反者への
警告・取締り
（リアルタイム）

オープン
データ

運行管理

OBW

ETC2.0

出発地 目的地

データ

今後の方向性

将来像

2021年度より

今後の方向性

・オンラインで即時に
手続き終了可能

・「運行可能経路マップ」
に従って自由に
経路を選択可能



現行制度 新制度

事
前
準
備

通
行
前

【入力情報】
車両、ETC2.0車載器、
積載可能重量、重量の把握方法

【入力情報】
通行期間、発着地、積載重量

【入力情報】
車両、経路、重量

平均
約３０日

即日

【参考１】事前の手続きの今後のイメージ（案）

通行の申請

審査・協議

通行の許可

通行 通行

通行可能経路等の請求・通知（検索）

車両等の登録

即時



現
行
制
度

新
制
度

トラック事業者
通行の申請
（手数料）

通行の許可

新制度の
利用者

現行制度の
利用者

車両等の登録
（手数料）

通行可能経路等の通知

国土交通大臣

機関の指定

外部機関

登録・届出情報の提供

通行可能経路等の請求
（手数料）

道路管理者

情報共有

【参考２】事前の手続きに係るスキームの今後のイメージ（案）



現行制度 新制度

（悪質な違反）（通常の違反）

複
数
回

複
数
回

…
…

…
…

（重量）

（経路）

（経路・重量）

【参考３】通行（重量）の管理に係るスキームの今後のイメージ（案）

許可取消・公表 登録取消・公表

警告・対面指導

現地取締り WIMによる取締り

警告・対面指導

現地取締り

ETC2.0による
モニタリング

WIMによる
取締り

重量記録の報告

重量記録の確認

（重量）（経路・重量）



IAPの枠組み

○ 道路管理者は、モニタリングサービスを提供する民間サービス提供事業者を認証

○ 運送事業者は、重量緩和制度（軸重合計値：20t⇒22.5t）を利用する際にはサービス事業者と契約

（Intelligent Access Program：IAP）し、車載型重量計やGPS車載器を装着のうえ、重量・経路データをサー

ビス事業者に常時提供し、違反通行が確認された場合はサービス提供事業者が道路管理者に報告

道路管理者

契約車両数 約4,000台（2016年10月現在）

サービス提供事業者
（民間）

運送事業者

① 認証※

④ 違反情報

② 重量・経路
データ

（常時提供）

③ モニタリング
（常時計測）

⑤ 指導取締り

※ 道路管理者は、外部機関（TCA: Transport Certification
Australia）を通じて認証

・車載型重量計
・GPS車載器

【参考４】オーストラリアにおけるモニタリングシステム



新たな特殊車両通行許可制度の導入

令和２年２月４日閣議決定　広報資料から



特殊車両の新たな通行制度の創設
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